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高齢者人口が急増するシンガポールと中国は、コ

ロナ禍でデジタルヘルスの活用が進み、高齢者向け

サービスから新たなヘルスケアシステムの構築が始ま

りつつある。本稿では、先行する海外の取り組みを通

して、日本における次世代ヘルスケアサービスの創

出について考察を行う。

1.アジアで急増する高齢者人口

アジアでは、高齢者人口（65歳以上人口）が急速

に増加している。中国では2021年にすでに2億人を

突破し、シンガポールでは2030年までに4人に1人が

高齢者となることが見込まれている。2040年時点の高

齢者人口の増加率は、日本では2021年より5.5％増

にとどまる一方で、シンガポールでは約130％、中国

では約90％増加する（図表1-1）。

ただし、日本では、2040年頃に高齢者人口がピー

クを迎える。足元では、高齢者人口の増加に伴い、

国の医療・介護費の増大や医療・介護従事者の不

足・負担増が生じている。そのため、IoT、AI、ロボ

ティクスなどといったデジタルヘルスの活用を進め、

ヘルスケアリソースの集約化、ヘルスケアサービスの

広域化・効率化、ユーザーの主体的な関与という三

点を軸とした次世代ヘルスケアサービスの創出を進

めることが求められる。政府は、2022年に「医療DX推

進本部」を設置し、保健・医療・介護の情報を網羅的

に収集・共有可能な「全国医療情報プラットフォーム」

の創設を目指し、まずは2030年までに医療機関間で

の電子カルテ情報（3文書6情報）の共有などを進め

る計画を2023年6月に決定した（図表1-2）。日本では

このような取り組みが緒に就いたばかりであるが、高

齢者人口が急速に増加するシンガポールや中国で

はコロナ禍にデジタルヘルスの活用が進展した。そこ

でまずは、両国の取り組みをみていく。

図表1-1 人口・高齢者人口の増減率（2040/2021年）
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（備考）United Nations（2022）,“Department of Economic and 
Social Affairs, Population Division”により日本政策投資
銀行作成。高齢者は65歳以上

• 日本では、高齢者人口の増加に伴い、国の医療・介護費の増大や医療・介護従事者の不足・負担増が

生じており、IoT、AI、ロボティクスなどを活用したデジタルヘルスの活用が喫緊の課題となっている。

• 高齢者人口が急増するシンガポールや中国では、コロナ禍でデジタル利用が進んだことをチャンスと捉

え、デジタルヘルスの基盤となる健康・医療・介護情報プラットフォームの構築を推進している。

• 日本においても、従来のヘルスケアサービスをオンラインに置き換えるだけのデジタルシフトにとどまらな

い取り組みが必要となる。その際、両国のようなヘルスケアリソースを集約化したデジタル拠点の設置や

広域化・効率化に資するデジタルサービスの創出、高齢者からヘルスケア情報の蓄積を進めることは、

日本への示唆となる。高齢者人口がピークを迎える2040年頃を一つの目標時期として、デジタルヘルス

を活用する次世代ヘルスケアサービスの創出を進めることが求められる。
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2.シンガポールの取り組み ～サービスベースの

ヘルスケアシステムへの転換～

シンガポールでは、コロナ禍でヘルスケアインフ

ラの不足が露呈した。政府は、ヘルスケア施設の

整備を急ぐとともに、コロナ禍にデジタル活用が進

んだことをチャンスと捉え、デジタルヘルスの基盤と

なる健康・医療・介護情報プラットフォームの構築

を推進している。

（1）シンガポールのヘルスケア提供体制

シンガポールのヘルスケア提供体制は、保健省

傘下で、非営利の株式会社として運営される3つの

公的なヘルスケアグループとその他の多数の民間

機関で構成される（図表2-1）。 公的な3グループは、

シンガポール最大のグループである Singapore

Health Services（以下、Sing Health）、大学病院を

中心とするNational University Health System（以

下 、 NUHS ） 、公共医療を リードする と される

National Healthcare Group（以下、NHG）である。

シンガポール政府は、最低限のリソースで最大限

の効果を発揮するヘルスケア提供体制を推進して

きたため、2021年時点で約550万人の人口に対し、

急性期、地域病院などが29機関と限られており、コ

ロナ禍にヘルスケアインフラの不足が露呈した。

そこでシンガポール政府は、2030年までに新た

に10機関の病院開設を計画している。このうち、国

内で最大規模となる「Woodlands Health Campus

（NHGグループ）」が、2023年末より順次施設を開

業する。当院は、7.7haの敷地に1,800床、総床面

積27万㎡となり、急性期病院、地域病院、専門外

来クリニック、中長期ケア施設といった4つの異なる

タイプの機関を設置する。シンガポール初の健康・

医療・介護情報が連携したスマート病院として、

キャンパス内の急性期、亜急性期、外来、介護と

いった異なるヘルスケア施設間においても利用者

の情報が切れ目なく蓄積される。さらに、在宅で電

子リストバンドを着用することで、投薬時間、心拍数、

睡眠状況を医療チームがモニタリングできる遠隔

管理拠点を設置する予定である。

民間機関ではシンガポール最大のプライベート

グループであるIHHが、遠隔医療サービスを提供

する新興企業の「Doctor Anywhere」に出資した。

また、2022年10月より、予約、電話相談、AIを搭載

した症状チェッカー機能があるモバイルアプリ

「MyHealth360」のサービスを開始した。IHHは、こ

のようなデジタル変革の取り組みに2025年までの3

年間で1億米㌦（約150億円）を投入する。

図表1-2 日本の主な医療DXの推進に関する工程表

（備考）1. 内閣官房医療DX推進本部資料により日本政策投資銀行作成
2. 3文書：診療情報提供書、キー画像等を含む退院時サマリー、健診結果報告書、 6情報：傷病名、アレルギー情報、感

染症情報、薬剤禁忌情報、検査情報（救急時に有用な検査、生活習慣病関連の検査）、処方情報

全 国 医 療 情 報 プ ラ ッ ト フォ ー ム の 創 設

おおむね全ての医療機関で医療情報を共有するための電子カルテを導入

電子カルテの情報共有

電子カルテの情報共有サービス（仮称）に登録することで、医療機関、薬局
間での電子カルテ情報などを共有・交換する仕組みを構築し、標準化を実
現した医療機関から運用を開始

おおむね全ての医療機関・薬局で導入

標準規格に準拠したクラウド
ベースの電子カルテを整備

電子カルテ情報の標準化
（3文書6情報）

自治体システムの標準化、共有すべき文書の標準化・クラウド化

公費負担医療、地方単独医療費補助、予防接種、母子健康情報、介護、
自治体検診、感染症届出について、全国的に運用開始

2030年度まで

2024年度中

2025年3月まで

2023年度中

2024年度中

2025年度まで

2026年以降

電子カルテの導入

自治体・医療機関/介護事業
所間の連携など

主に小規模の医療機関向けの開発に着手

アレルギー原因物質などのコード情報の標準規格化
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図表2-1 シンガポールのヘルスケア提供体制

（備考）1. 各種資料、ヒアリングにより日本政策投資銀行作成
2. RFID：Radio Frequency Identification（電波を用いてICタグの情報を非接触で読み書きする自動認識技術）
3. NEHR：National Electronic Health Record（全国医療記録）

特 徴

• シンガポール 大の公的
医療クラスター

• 手頃な価格でアクセスしや
すい質の高い医療提供を
目指す

• 大学病院と地域病院を連
携

• 革新的で持続可能な医療
の提供を目指す

• シンガポールの公共医療
のリーダー

• 健康寿命を延ばす

• シンガポール 大の民間
医療提供グループ

• 世界で も信頼されるヘ
ルスケアサービスネット
ワークを目指す

グループ
名 称

Sing Health
（Singapore Health 

Services）

NUHS
（National University Health 

System）

NHG
（National Healthcare 

Group）

IHH Healthcare
ほか

公 的 機 関 民 間 機 関

中心機関
SGH（Singapore General 
Hospital：シンガポール
総合病院）

NUH（National University 
Hospital：シンガポール国立
大学病院）

TTSH
（Tan Tock Seng Hospital：
タントクセン病院）

グレーンイーグルス、
マウントエリザベス、
パークウェイ

主な
医療機関

• チャンギ総合病院
• KK女性小児病院

• ン・テンフォン総合病院

• 国立大学心臓センター病
院

• タントクセン病院

• ジョンズホプキンスシンガ
ポール

• グレーンイーグルス病院
• マウントエリザベス病院
• パークウェイイースト病院

デジタル
プラット
フォーム

関連

（ ）は
機関数

（建設中
含む）

• 3次医療・急性期病院（5）
• 国立専門センター（5）
• 総合コミュニティ病院（3）
• 診療所（10）

• 3次医療・急性期病院・地
域病院（3）

• 国立専門センター（3）
• 診療所・医療センター（3）
• 保健機関（3）

• 3次医療・急性期病院・地
域病院（5）

• センター ・研究所（4）
• 診療所 ・薬局
• アカデミーほか

• 3次医療・急性期病院（4）

• プライマリケアクリニック
（30超）

• ラボ（6）ほか

新病院・
新規投資

 NewNational Skin    
Centre

 ジュロン総合診療所
• 2027年開業予定
• 総合診療所および700床

の老人ホームを統合

• 車いすのアクセスが容易
な広い廊下

• 老人ホームとポリクニック
が併設される2番目の施設

 Integrated Care Hub 
• 2022年開業。500床程度

• スマートリハビリテーション
提供。ロボット工学や仮想
現実プログラムなどのテク
ノロジーを活用

 Woodlands Health  
Campus

• 2023年開業。1,800床

• 急性期医療、地域医療、
高齢者医療のシームレス
なヘルスケアアクセスを提
供。AIを使用

• 医療チームが在宅患者の
モニタリングを予定

 IHH Healthcare
• 遠隔医療を手掛けるベン

チャー「Doctor 
Anywhere」に出資

• デジタルメンタルヘルスベ
ンチャー「Intellect」に投

資。グレーンイーグルス病
院で利用開始

• 「Accredify」と提携し、新

型コロナウイルスの検査
結果をモバイルアプリから
直接発行するブロック
チェーン技術を導入

• NUHSが医療情報システムの立ち上げを5年程度かけ
て取り組み、2022年にNHGが参画

• 地域医療、急性期、回復期病院を連携

• 患者データを一元管理していくNEHRの導入を進める。
なお、NEHRのデータはNUHが先行してAIプラットフォー
ム（Endeavor）への接続を開始予定

• コロナ禍では、バーチャル
相談を利用できるよう迅速
に対応。モバイルアプリ
ケーションによる予約サー
ビス、医療記録、健康情報
にアクセス可能

• 2022年10月
「MyHealth360」モバイル

アプリを立ち上げ。予約、
電話相談、支払い、健康
診断・検診レポート、症状
チェッカー機能あり

ユーノス総合病院
• 2023年：集中遠隔医療ハ

ブを設置
 シンガポール総合病院
• 【病棟】Elective Care 

Center （ECC）
• 2026年頃開業予定。約

500床（オペ室25～50室）
• 患者をRFIDを用いた位置

情報や血圧、体温、酸素
の量を常時モニタリング
し、ウェブ上で管理

• 退院後のホームケアのた
め在宅向けのモニタリング
組織を設置
べドック総合病院（2030

年頃新規開業予定）

• 2019年：旧システムを電

子データベースへ移行。
13施設間でデータを共有

①ベッドサイド「MyCareアプ

リ」：自身の医療情報や回
復スケジュールへのアクセ
ス、スタッフとのコミュニ
ケーションが可能

②デジタル診断書：紙からの
切り替えで、患者の利便
性が向上。紛失や偽造防
止、臨床管理のワークフ
ロー合理化に寄与

③（試験運用中）アプリへの
予約と支払い管理機能の
追加。医師・看護師の音声
指示の録音ほか
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（2）健康・医療・介護情報プラットフォームの取り組み

～国営のハイブリッドプラットフォーム～

シンガポール政府は「一人の患者、一つの健康記

録（One Patient, One Health Record）」というビジョンを

掲げ、個人の健康記録をNGEMR（詳細版：Next

Generation Electronic Medical Records）とNEHR（要

約版：National Electronic Health Record）の2つのシス

テムで管理するハイブリッド方式の健康・医療・介護

情報プラットフォームの構築を進めている。

①次世代電子医療記録システム：NGEMR（詳細版）

シンガポール保健省は、高度な集中医療記録シス

テムである次世代電子医療カルテ（NGEMR）の導入

を進めている（図表2-2）。これは、入院から退院、外

来予約といった経過に係る医療データと管理データ

の両方を記録し、医療チームが別の機関に記録を要

求することなく最新の医療情報に迅速にアクセスでき、

時間とコストを節約できるメリットがある。また、重複検

査の必要性が減り、患者の治療が適切に調整できる

ため患者の負担も軽減する。NGEMRはコロナ禍の

2020年にNHGでの導入を皮切りに2023年中にNHG

とNUHSの統合システムを稼働させる。これにより20機

関超の病院の64万人以上の医療記録が統合されるこ

とになる。なお、このシステムの稼働に際し、8千人以

上の医療専門家がトレーニングを受けた。

図表2-2 シンガポールの健康・医療・介護情報プラットフォームの仕組み

（備考）1. 各種資料、ヒアリングにより日本政策投資銀行作成
2. MOHT：2018年設置。ICT活用に取り組む専門組織（MOH Office for Healthcare Transformation）
3. PRECISE：精密医療プログラム（Precision Health Research Singapore）
4. TRUSTプラットフォーム：全てのデータを蓄積。個人データ・プライバシー法（PDPA）と臨床試験に関するプライバシーコード

を保有
5. IHiS：統合医療情報システム（Integrated Health Information Systems Pte Ltd.）
6. NHIC医師がイノベーションの過程に参加し、アイデアを商業化できる。プライバシー技術の開発も担当（National Health

Innovation Centre）
7. SHARP：Singapore Health Assistive & Robotics Programme
8. NGEMR：次世代電子医療カルテ（Next Generation Electronic Medical Records）
9. NEHR：全国医療記録（National Electronic Health Record）
10. Speedoc：Vertex投資先ベンチャー。2023年４月より国内の全医療機関で当社のサービスの提供を開始
11. AIC：ケアコミュニティの構築を担う（Agency for Integrated Care）

情報
共有

テクノロジーの導入

次世代電子医療カルテ
（ N G E M R ）

【 国 】
シンガポール保健省

（ M O H ）

【 ログイン 】 Singpass

【 ベ ン チ ャ ー 】
Speedoc社

【 民 間 】

統合医療情報システム社
（ I H i S ）

予約

傘下

精密医療プログラム
（ P R E C I S E ）

Health

Hub

国家電子医療記録
（ N E H R ）

支払い

ヘルスポイント

P H R

医 療 改 革 室
（ M O H T ）

AIプラットフォーム（Endeavor）

健康管理

医療サービス

検査結果

健康情報サービス

疾患情報

施設・サービス
情報

薬情報

医療費情報

健康プログラム

糖尿病ハブ

メンタルケア

検査・補助金

研究資金投入 独立法人 AIC

研究

OnePatient,One Health Record

プ

ラ

ッ
ト
フ
ォ
ー

ム

利

用

者

国家ヘルスケア
イノベーションセンター
（ N H I C ）

血圧、体温、脈拍など6つの
バイタルサインを蓄積

TRUSTプラットフォーム

研究

運営・管理

【 資 金 提 供 】
SHARP Grant ほか

在 宅 向 け
遠隔ヘルスケアサービス

協力

ケアコミュニティの構築

【 プ ラ イ マ リ ケ ア 】
Healthier  SG

健康管理プログラム

傘下
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②国家医療記録システム：NEHR（概要版）

シンガポールでは、 2011年に全国医療記録

（NEHR：National Electronic Health Record）という集

中型の地域医療情報連携（EHR：Electronic Health

Record）システムの構築を開始した。このNEHRには

患者情報の概要のみを保存し、詳細なデータは必要

に応じて取り出せるよう、各医療機関の電子カルテに

保存する。この方式により、中央プラットフォームのコ

スト削減を図っている。シンガポール政府は医療サー

ビス法に基づき、2020年よりNEHRに登録した機関か

ら認可を受けた医療従事者に、NEHRへの患者デー

タの提供を義務化した。NEHRには公的病院・民間病

院のほか、クリニック、介護施設、歯科、薬局など約8

割の2,414機関（2023年11月時点）が参加しており、そ

の登録数はアフターコロナの2023年以降に伸長して

いる（図表2-3）。

（備考）1. シンガポール保健省資料により日本政策投資銀行作成
2. NEHR：National Electronic Health Record

（全国医療記録）
3. 2023年のヘルスケア機関数は22年数値を利用

図表2-4 シンガポールのヘルスケアデータのセキュリティ管理体制

医 療 記 録
I D

N G E M R

• 国民登録ID（NRIC：National Registration Identification Card番号）を利用し、NRIC番号により医
療記録を管理

• 国民は医療機関受診時にNRIC番号を提示し、医師が患者の医療記録を確認

• 医師など、患者のケアに直接関与する認定された医療提供者のみがデータにアクセスできる
• 機密性とプライバシーを厳格に保護するため、すべてのアクセスがログに記録され、追跡される

• 患者記録を保護するため、データへの不正アクセスまたは改ざんはコンピュータ不正使用法に基づ
いて処罰対象となる

N E H R

【アクセス権限】
• 2018年に医療サービス法の導入により、2020年よりNEHRに登録した機関から認可を受けた全ての

医療者に、NEHRへの患者データの提供を義務化。全国民の医療情報の記録をNEHRに蓄積を進
める

• 患者のNEHR記録は機密扱いで、患者ケアの目的でのみアクセスができる（保険や雇用などのほか
の目的は不可） 。認定された医療専門家がNEHRにアクセスして、医療履歴の把握ができる

• 2021年11月よりHealthHub経由でNEHR内の自身の記録へのアクセス履歴を確認できる

【定期的な監査】
• 保健省は、NEHRデータが不適切にアクセスされないよう保護措置を導入。患者のアクセスログは定

期的にチェックされ、不正アクセスを防止するために定期的な監査を実施
• NEHRへの不正アクセスは、MOHによって重大な罰金を科す

【オプトアウト方式】
• NEHRへの参加を希望しない患者は、サービスからオプトアウトできる。患者がNEHR からオプトア

ウトした場合、データは引き続きNEHRに送信されるが、閲覧はブロックされる。患者がNEHRへのオ

プトバックを希望する場合は、データのギャップがなく迅速にデータを復元できる。なお、患者がさらな
る機密保持と匿名性を望む場合、NEHRにデータを提供しないという選択肢もある

（備考）1. シンガポール保健省HP、各種資料により日本政策投資銀行作成
2. NGEMR：Next Generation Electronic Medical Records
3. NEHR：National Electronic Health Record
4. HealthHub：政府が提供する医療サービスと健康記録にワンストップでアクセスできる健康ポータル。

詳細は本稿2-（3）で記載
5.オプトアウト方式： 患者の意思確認を行わずに診療情報等を収集することを、患者の求めに応じて止めることができる方式
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図表2-3 NEHRへの登録機関数
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なお、医療従事者が不適切な情報アクセスを行えな

いよう、政府は定期的な監査を実施し、厳格なセキュ

リティ管理体制を敷いている（図表2-4）。

③施設ベースからサービスベースへ

：医療サービス法に基づくライセンス付与

ヘルスケアデータの見える化に伴い、医療サー

ビスの提供が、物理的に建物が存在する敷地内に

限定されず、遠隔医療や在宅医療といった新しい

ケアサービスの提供も可能となった。そこで、政府

は医療サービスの変化に柔軟に対応するため、医

療サービス法に基づき2022年から2023年にかけて

医療ライセンスの付与を施設ベースからサービス

ベースへの転換を進めている（図表2-5）。

（3）ユーザーのヘルスケア情報の活用

～プライマリケア（日常的な医療）の変革～

2003年より、国民は個人の医療記録にデジタル

サービスの国民ID「Singpass」でログインできるよう

になった。なお、2020年から国民の医療記録は本

人がオプトアウト（患者の意思確認を行わずに診療

など情報を収集することを、患者の求めに応じて停

止することができる）しない限りNEHRに蓄積する仕

組みとなっている。

さらにシンガポール政府は2022年半ばより、国

民の健康管理にデジタルヘルスを活用する

「Healthier SG」プログラムを開始した。長期的な健

康管理を行うため、すべての医療サービスと健康

記録にワンストップでアクセスできる健康ポータル

「HealthHub」を提供している。これはアプリ版もあり、

ユーザーは自身の血圧や体温などのバイタルデー

タの記録を手軽に追加でき、個人の健康記録

（PHR：Personal Health Record）に主体的に取り組

める。

併せて、政府はHealthier SGの取り組みの一環

として、一般開業医が住民の予防健康管理のため

に、生活習慣の調整、健康診断、予防接種などの

健康計画を立てることを義務化した。今後は、国民

が自身で選んだ一般開業医を登録するプログラム

も開始される。2023年7月よりまずは60歳以上、

2024年から40～59歳の登録を行う。登録は強制で

図表2-5 シンガポールのライセンス付与のヘルスケアサービス

（備考）シンガポール保健省資料により日本政策投資銀行作成

臨床支援（サポート）サービス
1. 血液銀行サービス
2. 臨床検査サービス
3. 臍帯血バンキングサービス
4. 救急車サービス
5. 医療輸送（搬送）サービス
6. 核医学イメージング
7. 核医学アッセイ（in vitro）
8. 放射線サービス

入院サービス
9 . 急性期病院サービス

10. 地域病院サービス

外来診療
11. 外来手術センターサービス
12. 生殖補助医療サービス
13. 歯科（外来）サービス
14. 外来診療サービス
15. 外来腎透析業務
16. ヒト組織バンキングサービス
17. 核医学サービス

入院サービス
18. 老人ホームサービス

臨床支援サービス
19. 予防保健サービス

バーチャル
コンサルテーション

往診、公民館
マンモグラフィバス、

救急車
クリニック、老人ホーム

などの実店舗

特 定 の 場 所 か ら の サ ー ビ ス 非 施 設 ベ ー ス の サ ー ビ ス

恒久的な施設
（固定された場所で提供）

交通手段
（車からの提供）

仮設施設
（一時施設）

リモート［遠隔］
（仮想プラットフォーム

またはアプリケーション）
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ビ
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フェーズ3
（2023年末）
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（2023年6月26日より）
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（2022年1月3日より）
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はないが、登録後に健康相談を利用すると、国が

推奨する検査と予防接種の全額補助やスーパー

などで利用できるヘルスポイント（3,000ヘルスポイ

ント・20シンガポール㌦相当の特典が付与される（図

表2-6）。このようにシンガポールでは、デジタル活用

を促す制度への移行を慢性病疾対応や介護ニーズ

が高い高齢者から始め、医療・介護費の抑制を図る。

なお、デジタル化に対応した高齢者の健康記録情報

は、家族や介護者との共有ができるため、介護環境も

充実する。これらのHealthier SGに関連したプログラム

を推進するケアコミュニティの構築は、保健省（MOH）

傘下のAIC（Agency for Integrated Care）が担っている。

3. 中国のヘルスケア提供体制

（1）国策「インターネット＋医療・健康」の取り組み

中国の公的医療保険の適用対象機関は公立病院

が中心で、主に3級病院、2級病院、1級病院と社区病

院（コミュニティ病院。社区とは、中国におけるコミュニ

ティの単位）がある。高度医療を提供する3級病院が

患者であふれていることから、政府は地域を管轄する

図表2-6 シンガポールのHealthier SGの利用特典

（備考）1. シンガポール保健省「HealthHub」により日本政策投資銀行作成
2. メディセーブ（Medisave）：シンガポールの国民と永住者が強制的に加入するCPF（Central Provident Fund）の「医療

口座」。入院費用や特定の外来診療用などで利用可能

• 選択したクリニックでの 初のヘルスプラン相談は1回無料
• 初のヘルスプラン相談後に、Healthy 365 アプリ（健康関

連のライフデータ登録、エクササイズクラス提供など）を通じて
ヘルスポイント（3,000ヘルスポイント・20シンガポール ㌦相
当）を獲得

• 国が推奨する検査と予防接種は全額補助（シンガポール国
民のみ）

• 収入レベルに応じて、ホワイトリストに登録された慢性期薬
は、 大 87.5％ の補助金またはHealthy SG Chronic Tier
（慢性期ケアなどで年間 大360シンガポール㌦の補助金）
を選択できる

• 慢性疾患管理プログラム（CDMP）に基づきシンガポール居

住者は、現金の自己負担なしでメディセーブを使用して治療
費を支払える

今 後 の 取 り 組 み 予 定 （2024年初頭より）プ ロ グ ラ ム 開 始 時

図表3-1 中国のデジタルヘルス関連の政策

（備考）各種資料、ヒアリングにより日本政策投資銀行作成

2015年

 （全国人民代表大会）「互聯網＋」（インターネットプラス）戦略を提唱
・ 国内初のインターネット病院「烏鎮インターネット病院（烏鎮互联网医院）」が浙江省で開設
・ 公式サイトと携帯アプリをリリースし、再診を中心とするオンライン診療サービスを提供

2016年

 健康中国2030
・ 健康分野における初の中長期的な国家計画（国民健康向上促進のマスタープラン）。主要プランの一つに

「健康（ヘルスケア）産業の発展」を掲げる
・ 保険医療サーﾋﾞスの新しいビジネス開発：インターネットがベースの保健サービスの開発、パーソナライズされ

た健康管理サービスの開発促進、ウェアラブル機器、スマートヘルスエレクトロニクス、ヘルスケアと医療の
モバイルアプリケーションのサービス

2018年

 「インターネット＋医療・健康」の発展促進に関する国務院総弁公室の意見
・ 「健康中国」戦略の実施を促進し、現代の医療および健康管理のレベルを向上させ、リソース配分を 適化し、

サービスモデルを革新し、サービス効率を向上させ、サービスコストを削減することを目的とする
・ インターネット病院の開設を促す規制緩和に関する条件を明示

2020年
 国民医療保険局

・ インターネット＋医療サービスの医療保険支払い方針の改善に向けた文書を発表
・ インターネットによる診断と治療が合理的かつ合法的となり、特に公立病院の主要病院が取り組みを開始

2022年

 国務院：「第14次5ヵ年計画（2021～2025年）」デジタル経済発展計画
・ インターネット病院の発展を加速し、健康相談、オンライン診療、遠隔診療などのインターネット医療サービス

を促進する
 中国共産党中央委員会、国務院：内需拡大戦略計画要綱（2022年～2035年）

・ 「インターネット＋医療・健康」サービスの積極的な開発を提案
・ インターネット診療料規定および有料対象品目により、インターネット診療サービスを医療保険の支払い対象

に含むことを明示

2023年
 中国共産党中央委員会、国務院：医療保健サービス制度のさらなる改善に関する意見書

・ 「インターネット＋医療健康」を発展させる情報技術の役割を強調。「医療サービスシステム」は2035年までに
形成されるべきであるとした
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社区病院など身近な機関の利用を推奨している。加

えて政府は、ヘルスケアリソースの不足を補うため、

2016年に中長期の国家戦略のマスタープランとなる

「健康中国2030」を策定し、インターネットをベースと

するヘルスケアサービスの開発、個別化対応の健康

管理サービスの提供を促進している（図表3-1）。2018

年には、この戦略を具体化する「インターネット+医療・

健康」が策定された。これにより「インターネット病院

（以下、ネット病院）」が医療保険の対象となり、主要な

公立病院によるネット病院の開設が始まった。その後、

「第14次5ヵ年計画（2021～2025年）」では、高度医療

機関への患者集中やヘルスケアリソースの不足、地

域格差といった課題の解決を図るため、物理的な医

療機関の新設のみならずネット病院の設置も加速さ

せていくことを施策として盛り込んだ。そして、政府は

今後に向けた取り組みとして、2023年にさらなるイン

ターネットプラットフォームの構築を進め、段階的に医

療・保健サービスモデルを革新し、2035年までに次世

代のヘルスケアサービスシステムの形成を目指すこと

を表明した。

（2）インターネット病院 ～主な3つの形態～

ネット病院は取り組みが浅い分野であるため、関連

の法律や患者情報の安全性などさまざまな課題があ

るものの、コロナ禍で高齢者のITリテラシーが向上し

利用率が高まった。ネット病院数は、2018年の100超

から2021年時点で1,600以上に増加した。2022年12月

時点で中国のインターネットベースの医療サービスの

利用者数は3億6,300万人（前年比21.7％）に達し、中

国のネットユーザーの約3割を占める（図表3-2）。ネッ

ト病院には、既存の病院が①第二病院として開設、②

第三者機関と提携して開設する場合と、③企業など

が単独で開設を行う形態がある。

①医療機関が第二病院として開設するネット病院

まず、第二病院としてネット病院を開設する例は、

公立病院で多い。リアルな病院が、ヘルスケアリソー

スを提供する手段の一つとして活用を進める。例えば、

北京市で初めて承認された1級病院の「北京協和病

院インターネット病院」は、コロナ禍の2021年3月より

心血管内科、内分泌内科、皮膚科など19の部門で診

断と治療を開始した。なお、ネット病院の入り口は、公

式アカウント、アプリ、WeChatのミニプログラムなど、医

療機関ごとにさまざまである。

②医療機関が第三者機関と提携するネット病院

次に、リアルな医療機関が、ドラッグストア企業と

いった第三者機関が提供するプラットフォームを活用

して運営するネット病院がある。2017年設立の高済健

康（COWELL HEALTH）は、6つのネット病院を有す

る（図表3-3）。当社は、開業よりわずか6年間で8,400

万人の会員を抱え、全国20省の330都市以上で1万3

千店舗を展開する中国最大のドラッグストアチェーン

である。コロナ禍では、ユーザー向けサービスのデジ

タル化を推進したため、2022年時点の売上高比率は

ドラッグストア事業が7割、デジタル関連事業が3割を

占め、デジタル関連事業が大きく成長した。

図表3-3 （中国）高済健康

（備考）日本政策投資銀行撮影

2.1
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3.6

21.7
28.9

34.0
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使用者数 利用率

（右目盛）

図表3-2 （中国）インターネット医療サービスの

使用者数と利用率の推移

（備考）中国インターネット発展統計報告により日本政策投資銀行
作成

（億人） （％）

（年）
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物理的な医療機関と提携したネット病院は、天津、

成都、海南などに6機関あり、1,400万人が利用する。

提供サービスは、地域密着型のスマート診断・治療

サービス、かかりつけ医サービス、慢性疾患の健康管

理サービス、医療機関の処方箋流通サービスがあり、

利用者は自宅にいながらこれらのサービスを受けられ

る。また、高済健康は公立病院との連携は実施してい

ないが、利用者が公立病院を受診する際には、高済

健康のサービスを利用して記録した血圧、血糖といっ

たバイタルデータを提供している。

③企業が単独開設のネット病院

第三として、民間のIT企業などが単独で開設する

ネット病院は、中国EC大手「京東集団（JD.com）」傘

下の「京東健康（JD Health）」、アリババ傘下の「阿里

健康（アリヘルス）」、保険大手「中国平安保険集団

（Ping An Insurance）」傘下の「平安好医生（Ping An

Good Doctor）」などがある。利用者は、アプリを起動

すれば、患者と医師をマッチングする相談サービスを

24時間利用できるため、発熱といった突発的な事象

の際、病院の受診が必要かを判断する参考情報とし

医師の診断を活用するケースもある。特に、コロナ禍

では高齢者のITリテラシーが高まり、利用が増加した。

中国のネット病院で利用者数がトップである平安好

医生は、健康な人、未病な人、慢性病の人、介護が

必要な人を対象とする総合健康プラットフォームを提

供している。プラットフォームの登録ユーザー数は4.4

億人、累計の健康相談サービスの提供回数は13億人

超である。コアとなるデジタルヘルスサービスは、「オ

ンライン健康相談」である（図表3-4）。そのサービスは

750種類あり、家庭医（かかりつけ医）を中心としたメン

バーシップ体制による24時間サービスを提供する。

チームメンバーは、フルタイムで従事する医師とパー

トタイムで対応する外部の医師、栄養士、心理カウン

セラー、トレーナーなど約5万人で構成されている。オ

ンライン相談サービスではリアルな医師が対応するが、

医師の診察の効率を高めるため、患者の健康状態の

問い合わせをサポートするAIシステムも導入している。

実際に医療機関に行く必要がある際は、適した病院・

診療科の紹介サービス、セカンドオピニオンや病院付

き添いサービスの提供、処方箋が出た場合の薬の配

達も手掛けている。家庭医はこれらの活動を通じて健

康な状態から介護が必要な状態まで、個人ごとの

図表3-4 （中国）平安好医生のオンライン健康相談サービス

（備考）1. 平安好医生資料により日本政策投資銀行作成 2. 2022年6月30日時点

5 大 分 野

健康管理

未病管理

疾病管理

慢性病管理

介護管理

750項目サービス

・栄養管理 ・睡眠管理
・心理管理 ・運動管理

・身体検査
・エイジングケア管理

・眼科 ・歯科
・そのほか ・服薬

・慢性病サービス
・回復サービス

・生活 / 介護
・漢方

サービス提供資源

専門病院 9大専門科

医療スタッフ 4.9万人

提携病院 3,000機関
（うち3級病院85％）

提携薬局 20.8万店
（150以上の都市、1時間で配達）

提携拠点 10万箇所
（うち検診センター1,800箇所）

オンラインサービス 来店サービス 在宅サービス

24時間365日
サービス

即回答 図表を用いた問診 日常生活を観察

ワ ン ス ト ッ プ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

家 庭 医 チ ー ム
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データを統合した健康記録（PHR）を作成する。このよ

うに中国では、ネット病院を保険サービスに組み込み、

オンラインとオフラインの統合医療サービスの提供に

取り組んでいる（図表3-5）。

4.日本の取り組み事例 ～国立大学病院～

わが国でも、デジタルヘルスの活用について、国策

であるデジタル田園都市国家構想に関連した地域で

の取り組みが始まっている。

（1）岡山大学病院（吉備中央町）の取り組み

2022年にデジタル田園健康特区となった岡山県加

賀郡吉備中央町は高齢者が多いが、総合病院が町

内になく、緊急時の対応について不安を感じる住民

が多い。そのため、町は遠隔医療サービスの充実を

目指している。2023年度には、岡山大学病院と町内

の診療所などをオンラインでつないだ遠隔診療や検

査サービスに取り組む（図表4-1）。併せて、現地の看

護師が離れた場所にいる医師の指示を受け採血を行

えるよう特区内の規制緩和を行う。遠隔地から専門医

療を提供する岡山大学病院はデジタルヘルスの導入

を図るため、吉備中央町に限らず、県、IT企業、医療

機器メーカー、ドラッグストア事業者など多岐のステー

クホルダーを束ね、岡山大学病院を中心としたデジタ

ルヘルス連携モデルの構築に取り組んでおり、ヘル

スケア産業が活発になるスキーム作りを目指している。

（備考）吉備中央町「デジタル田園健康特区ってなあに？」

（岡山大学病院） 専門医
（吉備中央町）

下加茂診療所・吉備高原医療リハビリテーションセンター

図表4-1 （岡山大学病院・吉備中央町）遠隔医療システム

図表3-5 中国のオンラインとオフラインの統合医療サービス

（備考）中華人民共和国中央人民政府「2021年我が国の医療の発展に関する統計速報」などにより日本政策投資銀行作成

っｚ

3級病院
3,275施設

2級病院
10,848施設

1級病院
12,649施設

基礎医療機関 約97万施設

訪問介護
ステーション

社区病院
（コミュニティ

病院）
約3.5万施設

衛生院約65万施設

問診所（外来のみ）
約26万施設

1. 医療機関が第2病院として
開設するネット病院

2. 医療機関が第三者機関の
プラットフォームと提携し
運営するネット病院

3. 企業が単独開設のネット病院

家庭病床

急
性
期

慢
性
期

イ ン タ ー ネ ッ ト 病 院病 院

物 理 的 な 拠 点 デ シ タ ル 拠 点【 国 策 】
インターネット

＋
医療・健康
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（2）東北大学病院（仙台市）の取り組み

宮城県仙台市ではオンライン診療の活用事業が、

2023年のデジタル田園都市国家構想の交付金事業

に採択された。加えて、同エリアでは地域の急性期医

療・高度医療を担う東北大学病院が、高齢化・過疎化

対応を進めている。同院は、2022年から民間企業と連

携し、日常生活の状態をデジタル技術を用いて把握

することにより、早期の治療に取り組める新しいヘルス

ケアソリューションづくりを目指している（図表4-2）。特

に高齢者に関して、生活情報を含めたデータを蓄積

することで、フレイルや認知症予防に関する健康予測

が提供できるよう、個人の健康記録を蓄積するデジタ

ルインフラの整備を進める。

両大学病院とも、これらの取り組みを通じて、大学

病院がデータのハブとなるデジタルヘルスプラット

フォームの基盤作りを進めている。このような入り口の

整備は、デジタルテクノロジーを提供・開発するソフト

ウェア企業やIT企業、医療機器メーカーなどといった

さまざまな企業の協業が可能となり、デジタル化に対

応する国際水準の開発やサービスの創出につながる。

5.日本における2040年に向けたデジタルヘルス活用

このような先行事例が日本でも起こりつつあるが、

いまだ限定的である。両国の事例を参考に、日本に

おけるデジタルヘルス利用の端緒として冒頭に記載

した三点の軸を成立させるための課題と対策につい

て、以下（1）～（3）で考察する。

（1）ヘルスケアリソースの集約化

シンガポールや中国では、ヘルスケア従事者のリ

ソースを集約したデジタル拠点の設置を進めている。

シンガポールでは、2023年4月にIHiS社の協力のもと、

ベンチャー企業のSpeedoc社がシンガポール全域を

カバーする在宅向けの遠隔医療サービスを開始した。

中国では、主に医療機関や企業が開設する3形態の

ネット病院の活用を進めている。これらのリソースの集

約は数百名のものから数十名規模とさまざまであるも

のの、専門医が不足する地域の医療機関に向けたデ

ジタルを活用した高度な専門医療の提供、在宅向け

の医療・介護のリモートケアや24時間対応の健康モニ

タリングといった、健康・医療・介護に関連する幅広い

分野での取り組みがみられる。一方、日本では、対面

診療をオンラインに置き換えるだけのデジタル対応が

未だ主流であるが、両国のようなデジタル専用拠点の

新設によるリソース集約化も早期に検討すべきであろ

う。

図表4-2 （東北大学病院）デジタルインフラの整備

（備考）「東北大学×富士通、人に寄り添う新しい医療づくりをスタート（2022年12月20日）」
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（2）ヘルスケアサービスの広域化・効率化

シンガポールと中国では、物理的な施設に限定し

たサービスに加え、広域をカバーし効率を高めた

サービス提供も追加されつつある。シンガポールの

Speedoc社のサービスは国内全域をカバーしている。

中国では、平安好医生がプラットフォームを介して4億

人超にサービスを提供している。日本では、ヘルスケ

ア機関の十分な投資余力がなくデジタルヘルス基盤

の構築が遅れているが、デジタル上で遠隔地からの

サポートを受けられるB to B向けの専門サービス（診

断・手術・治療）、時間や場所に限定されないB to C

向けのスマート診断・治療サービス、介護サービス、

処方箋流通サービス、慢性疾患の予防・フォローと

いった健康管理など効率よく広域をカバーできるサー

ビスの提供方法を検討していくことが期待される。

（3）ユーザーがヘルスケアデータに基づいて主体的

に予防に関与する

中国では、慢性疾患を持つ高齢者の増加に対応

するため、「社区病院（コミュニティ病院）」に電子カル

テシステムを導入し、かかりつけ医による個々人の医

療情報の蓄積を始めた（図表5-1）。また、健康・介護

領域では社区ごとの「訪問介護ステーション」が、高齢

者一人一人の健康・介護情報を把握している（図表5-

2）。このステーションは、介護サービスに限らず、ネッ

トスーパーで注文した商品の集配など、高齢者の日

常生活全般のサービス提供により健康情報の蓄積も

行っている。自身の情報へのアクセスは、足元では社

区病院のみとなっているが、高齢者は訪問看護ス

テーションの利用も多いため、今後両機関の健康・医

療・介護情報の統合も検討している。また、前述した

シンガポールの「Healthier SG」では、2023年から高齢

者から先行してかかりつけ医による健康・医療・介護

情報の蓄積を開始する。これらの情報は、高齢者自

身もアクセスができる。

このように両国では、日常生活の情報も蓄積するこ

とで、治療のみならず予防へのシフトを進める。日本

においても、デジタルヘルスを活用し、日常時の自身

の健康状態に積極的に関わり、管理・理解し、予防に

役立てることが求められる。その際、両国のように高齢

者から個々人がアクセスできるヘルスケア情報の蓄積

を開始することは有効な手法となると考えられる。

デジタルヘルスへの移行は両国に限らず世界的

な潮流である。なお、弊行ではDBJ Research No.384

『2040年に向けたデジタルヘルスの活用～バーチャ

ルホスピタルの実現へ～』（22年12月）において、オラ

ンダ、米国、フィンランドの取り組みを紹介している

（https://www.dbj.jp/topics/investigate/2022/html/2022

1207_204102.html）。日本においても、従来のヘルス

ケアサービスをオンラインに置き換えるだけのデジタ

ルシフトにとどまらない取り組みが必要となる。その際、

健康・医療・介護に関連するデジタル基盤を整え、ヘ

ルスケアリソースを集約化したデジタル拠点を設置し、

サービスの広域化・効率化を図ることはヘルスケア従

事者の負担軽減につながる。加えて、シンガポール

や中国のようなヘルスケア情報の蓄積をまずは高齢

者から開始し、自身のヘルスケアデータに基づき主

体的に予防に関与する仕組みづくりは、国の医療・

介護費の削減になる。

図表5-1 社区病院（コミュニティ病院） 図表5-2 訪問介護ステーション

（備考 図表5-1,5-2）日本政策投資銀行撮影 利用者がネットスーパーで注文した品物置き場。
配送先をステーションに設定することで、宅配料が割引となる
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改めて、シンガポールと中国では高齢者を中心とし

たデジタルシフトがコロナ後も進む見込みであるため、

日本のデジタル対応は周回遅れになる可能性もある。

日本においても、高齢者人口がピークを迎える

2040年頃を一つの目標時期として、医療・介護施設

などといった物理的な場所だけに依存しない、デジタ

ルヘルスを活用する次世代ヘルスケアサービスの創

出を進めることが求められる（図表5-3）。

（備考）日本政策投資銀行作成

図表5-3 2040年に向けた次世代ヘルスケアサービスの構築

慢性疾患の予防・フォローなどの
健康管理サービス

企 業

処方箋流通サービス

スマート診断・治療サービス

保険制度

デジタル基盤

健 康 時 を 含 む 情 報 蓄 積

介護サービス

専門サービス（診断・手術・治療）

企 業企 業

健 康 管 理
（24時間対応）

遠隔医療診療

在宅医療・介護
サービス

プ

ラ

ッ
ト
フ
ォ
ー

ム

物 理 的 な 拠 点 デ シ タ ル 拠 点

◆ B to B

◆ B to C

◆ B to C

統合

医療 救急 介護

ヘルスケアデータに基づいて
主体的に予防に関与

ユ ー ザ ー （シ ニ ア）

サービスの広域化

次世代ヘルスケアサービス

デジタル拠点設置による
リソースの集約

ヘ ル ス ケ ア 機 関
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